
　

自
主
財
源
の
う
ち
、個
人
の
町
民
税
は
生
産
資
材
の

価
格
高
騰
等
に
よ
り
農
業
所
得
の
増
収
は
見
込
め
な
い

も
の
の
、毎
月
勤
労
統
計
調
査
等
の
結
果
か
ら
現
金
給

与
総
額
の
増
加
が
見
込
ま
れ
る
た
め
令
和
４
年
度
と
比

べ
増
額
。法
人
の
町
民
税
は「
県
内
景
気
は
持
ち
直
し
て

い
る
」と
い
う
県
内
金
融
経
済
概
況
の
判
断
を
基
に
増

額
。固
定
資
産
税
等
そ
の
他
町
税
の
増
減
の
見
込
み
に

よ
り
、町
税
全
体
と
し
て
は
前
年
度
当
初
比
４・２
％
増

の
１４
億
６
，５
０
１
万
円
で
、歳
入
予
算
の
１２・４
％
を
占

め
て
い
ま
す
。ま
た
、繰
入
金
は
公
共
施
設
整
備
基
金
等

を
繰
り
入
れ
、後
年
度
の
多
様
な
財
政
需
要
に
応
え
ら

れ
る
よ
う
、財
政
調
整
基
金
か
ら
の
繰
り
入
れ
を
控
え

て
い
ま
す
。

　

依
存
財
源
の
う
ち
、地
方
交
付
税
は
令
和
４
年
度
の

交
付
額
等
を
基
に
、総
務
省
が
公
表
し
た
令
和
５
年
度

地
方
財
政
計
画
で
の
伸
び
率
等
を
勘
案
し
て
増
額
で
計

上
し
、前
年
度
当
初
比
２・６
％
増
の
５５
億
３
，０
０
２
万

８
千
円
と
な
り
ま
し
た
。ま
た
、町
債
は
事
業
費
へ
の
充

当
率
と
交
付
税
算
入
率
で
有
利
な
過
疎
対
策
事
業
債

や
合
併
特
例
債
、緊
急
自
然
災
害
防
止
対
策
事
業
債
な

ど
を
事
業
に
よ
り
選
択
す
る
と
と
も
に
、新
た
に
創
設
さ

れ
た
脱
炭
素
化
推
進
事
業
債
を
活
用
し
ま
す
。

和
５
年
度
当
初
予
算
が
、３
月
１
日
か

ら
16
日
ま
で
開
か
れ
た
町
議
会
定
例
会

で
可
決
さ
れ
ま
し
た
。

　

一
般
会
計
当
初
予
算
は
１
１
８
億
１
，３
７

５
万
７
千
円
で
、前
年
度
当
初
比
４
億
２
７
２

万
３
千
円
の
増
と
な
り
ま
し
た
。

構成比の合計は端数処理のため
100とならない場合があります

※グラフ（　）内は構成比

自主財源－⑧ 24億6,776万1千円（20.9％）
依存財源－⑨ 93億4,599万6千円（79.1％）

一
般
会
計
歳
出

一
般
会
計
歳
入

令

一般会計予算額は前年度当初比
3.5%増の118億1,375万7千円

　
「
第
３
次
美
郷
町
総
合
計
画
」前
期
行
動
計
画
の
計

画
的
な
推
進
を
意
識
し
た
予
算
編
成
と
し
て
い
ま
す
。

経
常
的
経
費
に
お
い
て
は
、平
成
２６
年
度
か
ら
継
続
し

て
推
進
し
て
い
る
財
政
健
全
化
の
取
り
組
み
に
沿
っ
た

予
算
編
成
に
努
め
ま
し
た
。政
策
的
経
費
に
お
い
て
は
、

出
産・子
育
て
支
援
の
充
実
、地
域
産
業
の
振
興
強
化
、

一般会計歳入

町税－①
14億6,501万円
（12.4％）

町税－①
14億6,501万円
（12.4％）

国庫支出金－⑦
8億4,809万4千円

（7.2％）

国庫支出金－⑦
8億4,809万4千円

（7.2％）

繰入金－④
2億3,424万円
（2.0％）

繰入金－④
2億3,424万円
（2.0％）

●地方譲与税
●利子割交付金
●配当割交付金
●株式等譲渡所得割交付金
●法人事業税交付金
●地方消費税交付金
●自動車税環境性能割交付金
●地方特例交付金
●交通安全対策特別交付金

●地方譲与税
●利子割交付金
●配当割交付金
●株式等譲渡所得割交付金
●法人事業税交付金
●地方消費税交付金
●自動車税環境性能割交付金
●地方特例交付金
●交通安全対策特別交付金

●地方譲与税
●利子割交付金
●配当割交付金
●株式等譲渡所得割交付金
●法人事業税交付金
●地方消費税交付金
●自動車税環境性能割交付金
●地方特例交付金
●交通安全対策特別交付金

2億5,350万円（2.1％）
40万円（0.0％）
460万円（0.0％）
550万円（0.0％）

2，420万円（0.2％）
4億5,550万円（3.9％）
1,520万円（0.1％）
1,440万円（0.1％）
240万円（0.0％）

2億5,350万円（2.1％）
40万円（0.0％）
460万円（0.0％）
550万円（0.0％）

2，420万円（0.2％）
4億5,550万円（3.9％）
1,520万円（0.1％）
1,440万円（0.1％）
240万円（0.0％）

2億5,350万円（2.1％）
40万円（0.0％）
460万円（0.0％）
550万円（0.0％）

2，420万円（0.2％）
4億5,550万円（3.9％）
1,520万円（0.1％）
1,440万円（0.1％）
240万円（0.0％）

●地方譲与税
●利子割交付金
●配当割交付金
●株式等譲渡所得割交付金
●法人事業税交付金
●地方消費税交付金
●自動車税環境性能割交付金
●地方特例交付金
●交通安全対策特別交付金

2億5,350万円（2.1％）
40万円（0.0％）
460万円（0.0％）
550万円（0.0％）

2，420万円（0.2％）
4億5,550万円（3.9％）
1,520万円（0.1％）
1,440万円（0.1％）
240万円（0.0％）

●分担金および負担金－②
●使用料および手数料－③
●財産収入
●寄付金
●諸収入

352万円（0.0％）
1億3,838万8千円（1.2％）
1,502万6千円（0.1％）
2,706万6千円（0.2％）

3億8,451万1千円（3.3％）

繰越金
2億円
（1.7％）

繰越金
2億円
（1.7％）

地方交付税－⑥
55億3,002万8千円（46.8％）
地方交付税－⑥
55億3,002万8千円（46.8％）

町債－⑤
13億4,260万円
（11.4％）

町債－⑤
13億4,260万円
（11.4％）

県支出金－⑦
8億4,957万4千円

（7.2％）

県支出金－⑦
8億4,957万4千円

（7.2％）

一般会計歳出（目的別）

民生費
32億2,861万7千円
（27.3％）

民生費
32億2,861万7千円
（27.3％）

教育費
13億807万円
（11.1％）

教育費
13億807万円
（11.1％）

土木費
14億5，008万2千円

（12.3％）

土木費
14億5，008万2千円

（12.3％）

農林水産業費
9億7,663万4千円
（8.3％）

農林水産業費
9億7,663万4千円
（8.3％）

公債費
10億673万8千円

（8.5％）

公債費
10億673万8千円

（8.5％）

●議会費
●労働費
●商工費
●消防費
●災害復旧費
●諸支出金
●予備費

1億568万2千円（0.9%）
1,028万5千円（0.1%）
6億3,837万円（5.4%）
5億6,368万円（4.8%）
117万9千円（0.0%）
2,878万9千円（0.2%）
2,000万円（0.2%）

1億568万2千円（0.9%）
1,028万5千円（0.1%）
6億3,837万円（5.4%）
5億6,368万円（4.8%）
117万9千円（0.0%）
2,878万9千円（0.2%）
2,000万円（0.2%）

1億568万2千円（0.9%）
1,028万5千円（0.1%）
6億3,837万円（5.4%）
5億6,368万円（4.8%）
117万9千円（0.0%）
2,878万9千円（0.2%）
2,000万円（0.2%）

●議会費
●労働費
●商工費
●消防費
●災害復旧費
●諸支出金
●予備費

1億568万2千円（0.9%）
1,028万5千円（0.1%）
6億3,837万円（5.4%）
5億6,368万円（4.8%）
117万9千円（0.0%）
2,878万9千円（0.2%）
2,000万円（0.2%）

総務費
12億3,437万8千円
（10.4％）

総務費
12億3,437万8千円
（10.4％）

衛生費
12億4,125万3千円
（10.5％）

衛生費
12億4,125万3千円
（10.5％）

歳出

源財
存
依

自

源
財

主

歳入

令
和
５
年
度
予
算
概
要
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総額は30億7,430万8千円

※（　）内は前年度当初比

国民健康保険特別会計 22億2,002万8千円（▲2.5％）

下水道事業特別会計 4億2,982万9千円（ 71.8％）

農業集落排水事業特別会計 1億8,281万5千円（▲1.8％）

後期高齢者医療特別会計 2億4,163万6千円（   6.2％）

グラフと本文中の❶から17の用語を説明します

キ ー ワ ー ド

　美郷町には４つの特別会計があります。特別会計とは、特定
の事業を行うために、一般会計と区分して経理する必要があ
る場合に設ける会計です。
　各会計の令和5年度予算額は次のとおりです。

　計画的な経営基盤の強化と財政マネジメントの向上を図り、引
き続き安定した水道水を供給するため、地方公営企業法を適用し
た企業会計となっています。

収入：5億6,124万5千円（ ▲3.7％） 
支出：6億9,824万1千円（▲10.9％）

一般会計歳出（性質別）

町税：町民税、固定資産税、軽自動車税、たばこ税などの
こと。
分担金および負担金：町が特定の事業を行う場合に、そ
の経費に充てるため、特別に関係のある人から経費の
全部または一部を徴収したお金のこと。
使用料および手数料：町の施設の使用料や証明書等発
行の際の手数料のこと。
繰入金：各基金から一般会計に繰り入れられるお金のこと。
町債：町が資金調達のために行う長期借入（借金）のこと。
地方交付税：自治体ごとの税収の差をならし、どこでも
一定水準以上の行政サービスを提供するため、国の税
金（所得税、法人税、酒税など）の一部を地方自治体に配
分するお金のこと。
国庫・県支出金：特定の事業をするために、その経費に使
うことを条件として、国や県から交付されるお金のこと。
自主財源：町税や使用料・手数料など、町が独自に調達
するお金のこと。
依存財源：地方交付税や国庫・県支出金など、国や県か
ら入ってくるお金のこと。
人件費：職員の給与、議員や委員の報酬などの経費のこと。
扶助費：高齢者や児童、障がい者などを援助するための
経費のこと。
公債費：地方債の元金と利子などの返済に充てる経費
のこと。
普通建設事業費：道路や橋りょう、学校、公共施設などの
建設に要する経費のこと。
補助費等：一部事務組合や各種団体などへ負担金、補助
金として支払う経費のこと。
物件費：事業の委託料、備品購入費、郵便料や印刷製本
費などの経費のこと。
義務的経費：法令やその性質により、支出が義務付けら
れている経費（人件費・扶助費・公債費）のこと。全体に占
める割合が高いほど財政の硬直化を示す。
投資的経費：支出の効果が社会資本の形成に向けられ
る経費（普通建設事業費・災害復旧費）のこと。全体に占
める割合が高いほど歳出の自由度が高いといえる。

❶

❷

❸

❹
❺
❻

❼

❽

❾

10
11

12

13

14

15

16

17

●積立金
●貸付金
●繰出金
●予備費

●積立金
●貸付金
●繰出金
●予備費

2,878万9千円（0.2%）
1億3,840万1千円（1.2%）
6億5,731万9千円（5.6%）

2,000万円（0.2%）

2,878万9千円（0.2%）
1億3,840万1千円（1.2%）
6億5,731万9千円（5.6%）

2,000万円（0.2%）

義務的経費－⑯ 42億7,960万6千円（36.2％）
投資的経費－⑰ 19億6,557万6千円（16.6％）
その他経費 55億6,857万5千円（47.2％）

災害復旧費
117万9千円
（0.0％）

人件費－⑩
22億5,693万5千円 
（19.1％）

人件費－⑩
22億5,693万5千円 
（19.1％）

物件費－⑮
24億6,858万9千円
（20.9％）

物件費－⑮
24億6,858万9千円
（20.9％）

補助費等－⑭
22億5,547万7千円
（19.1％）

補助費等－⑭
22億5,547万7千円
（19.1％）

公債費－⑫
10億673万8千円
（8.5％）

公債費－⑫
10億673万8千円
（8.5％）

扶助費－⑪
10億1,593万3千円
（8.6％）

扶助費－⑪
10億1,593万3千円
（8.6％）

普通建設事業費－⑬
19億6,439万7千円
（16.6％）

普通建設事業費－⑬
19億6,439万7千円
（16.6％）

教
育
環
境
の
充
実
、定
住・移
住
支
援
お
よ
び
滞
在
型

観
光
の
充
実
、デ
ジ
タ
ル
化
の
推
進
な
ど
に
つ
な
が
る
取

り
組
み
な
ど
に
意
識
を
も
っ
て
予
算
配
分
し
た
ほ
か
、大

曲
仙
北
広
域
市
町
村
圏
組
合
が
実
施
す
る
新
南
部
斎

場
建
設
事
業
お
よ
び
新
中
央
し
尿
処
理
セ
ン
タ
ー
建
設

事
業
に
伴
い
、同
組
合
への
負
担
金
を
前
年
度
よ
り
４
億

６
７
４
万
５
千
円
増
額
し
て
い
ま
す
。

　

目
的
別
で
は
、民
生
費
が
最
も
多
く
、前
年
度
当
初

比
２・３
％
減
の
３２
億
２
，８
６
１
万
７
千
円
で
、歳
出
予

算
の
２７・３
％
を
占
め
て
い
ま
す
。次
い
で
、土
木
費
が
同

９・８
％
増
の
１４
億
５
，０
０
８
万
２
千
円
、教
育
費
が
同

１・３
％
増
の
１３
億
８
０
７
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　

性
質
別
で
は
、物
件
費
が
最
も
多
く
、同
３・３
％
増

の
２４
億
６
，８
５
８
万
９
千
円
で
、全
体
の
２０・９
％
を
占

め
て
い
ま
す
。

　

人
件
費
は
、同
２・３
％
増
の
２２
億
５
，６
９
３
万
５
千

円
で
、扶
助
費
と
公
債
費
を
合
わ
せ
た
義
務
的
経
費
が

全
体
の
３６・２
％
を
占
め
て
い
ま
す
。ま
た
、普
通
建
設
事

業
費
と
災
害
復
旧
費
を
合
わ
せ
た
投
資
的
経
費
が
全

体
の
１６・６
％
を
占
め
て
い
ま
す
。

※（　）内は前年度当初比
※水道事業会計には減価償却費等が含まれているため、収入に
　比べ支出が多くなっています。

令和5年度水道事業会計予算

令和5年度特別会計予算
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